
1
Copyright 🄫 Masako Konishi    本資料に掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製・改変を禁止します。すべての内容は著作権法及び国際条約により保護されています。

2023年2月10日
ＷＷＦジャパン 専門ディレクター（環境・エネルギー）
昭和女子大学特命教授、京都大学院特任教授

小西雅子

COP27エジプト
シャルムエルシェイク会議にて

（2022年11月）

🄫WWF Japan

JCIメンバー限定ウェビナー
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出典：経産省GX実現に向けた基本方針(2022年12月）

GX基本方針の「成長志向型カーボンプライシング構想」

• ようやく日本国内にもカーボ
ンプライシング（排出量取引
制度・賦課金）の導入？

• 予見可能性
• 規制・制度的措置
• 導入目標・導入時期の明示
• GXダッシュボードなどインフラ構築

• 法案を今国会に提出
• 制度設計はこれから

• これは同時に温暖化対策の緩和法
• 実効力は制度設計次第
• 経産省のみの管轄？？



カーボンプライシングとは

出典：環境省第17回「カーボンプライシングの活用に関する小委員会」
https://www.env.go.jp/council/06earth/shiryou4.pdf
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炭素税と排出量取引制度で
世界ＧＨＧ排出量の23.17%をカバー

出典：World Bank, Carbon Pricing Dashboard
https://carbonpricingdashboard.worldbank.org/



出典：環境省カーボンプライシングの活用に関する小委員会資料 (2021/11/19) https://www.env.go.jp/council/06earth/cp18shiryou1syuusei.pdf

日本の現状

・炭素税289円/CO2トン
と低率であるため、燃料
にかかる税はCO2排出量
に比例していない

・間接排出対象の排出量
取引制度が東京都と埼玉
県に導入

・全国レベルの排出量取
引制度はない



炭素税と排出量取引制度による炭素価格の国際比較(2021)

出所: 世界銀行 Carbon Pricing Dashboard からWWFジャパン作成
https://carbonpricingdashboard.worldbank.org/map_data
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日本にはまだ非常に低額な炭素税（289円/CO2）しかなく、主要国との差が大きい

https://carbonpricingdashboard.worldbank.org/map_data
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GX基本方針の「成長志向型カーボンプライシング構想」
課題①自主的制度

• 排出量取引制度参加は任意
• 削減目標は自主設定

自主行動計画の上に新たな制度
を設け、企業間で排出量を取引
できるようにしたものでは、国
際的に「日本の炭素価格」と認
められない

制度規制化が早急に必要

出典：経産省GXリーグにおける排出量取引に関する学識有識者検討会（第3回）資料(2022年12月）
https://gx-league.go.jp/topic/#mtg03
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出典：経産省GXリーグにおける排出量取引に関する学識有識者検討会（第3回）資料(2022年12月）

https://gx-league.go.jp/topic/#mtg03

GX基本方針の「成長志向型カーボンプライシング構想」
課題②遅すぎる

• 発電部門の脱炭素化の移
行加速

• 2033年度から発電部門、
段階的な有償化（オーク
ション）導入

コンセプトは良いが遅すぎる。
2030年46%削減に資するか？

制度本格化をなるべく早く
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出典：経産省GXリーグにおける排出量取引に関する学識有識者検討会（第3回）資料(2022年12月）

https://gx-league.go.jp/topic/#mtg03

GX基本方針の「成長志向型カーボンプライシング構想」
課題③目標達成インセンティブの弱さ

・目標達成しなくても「未達理由の説明」でよい

排出枠に価格がついて取引されるのか？
1トンの価値が国際的に通用しない
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GX基本方針の「成長志向型カーボンプライシング構想」
課題④カーボンプライス（賦課金及びETS上限/下限価格）が低い？

出典：経産省GXリーグにおける排出量取引に関する学識有識者検討会（第3回）資料(2022年12月）
https://gx-league.go.jp/topic/#mtg03

• 上限価格、下限価格を
2026年度以降に設定

• 長期的な上昇を示すこと
で予見可能性を高める

コンセプトは良いが、価格決
定の考え方に問題あり
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GX基本方針の「成長志向型カーボンプライシング構想」
課題④カーボンプライス（賦課金及びETS上限/下限価格）が低い？

エネルギーに係る負担の総額を中長期的に減少させていく中で導入？

本来は目的達成（2030年46%以上削減）のために必要となる
価格帯を検討するべき

出典：経産省GX実現に向けた基本方針(2022年12月）



出典：IEA (2021) “Net Zero by 2050 A Roadmap for the Global Energy Sector” 4th revision
https://iea.blob.core.windows.net/assets/deebef5d-0c34-4539-9d0c-10b13d840027/NetZeroby2050-ARoadmapfortheGlobalEnergySector_CORR.pdf

IEAネットゼロシナリオでは、
2030年に必要な炭素価格は、130ドルと試算

https://iea.blob.core.windows.net/assets/deebef5d-0c34-4539-9d0c-10b13d840027/NetZeroby2050-ARoadmapfortheGlobalEnergySector_CORR.pdf


目的は何？
1.5度に抑えるために、日本は2030年に46%削減する

（機関投資家から日本企業が脱炭素化の道筋に沿っていると認識される）
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・科学的にはカーボンバジェット
があり、1.5度達成のためには今後
排出できる量には限りがある。

・2030年に世界全体で2019年比43%
削減がかなわなければ、1.5度達成
は非常に難しくなる

・現状のパリ協定に提出されてい
る各国の削減目標（NDC）は大幅に
足りていない

・日本の排出量削減のための制度
作りをしている
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出典：経産省GX実現に向けた基本方針(2022年12月）

GX基本方針の「成長志向型カーボンプライシング構想」
課題⑤「GX経済移行債」の使い道

• 事業者のGXリーグ参加のイン
センティブとも位置付けられ
る「GX経済移行債」

• 「技術革新性、事業革新性」
「高度な技術で化石原燃料・
エネルギーの削減」

実用段階にある再エネよりも、
すぐに実用化されないアンモニ
アや水素混焼、CCUS、原発など
を想定？

2030年46%削減に資するには、太
陽光・風力、EV化などの貢献が
大きい（IPCC AR6 WG3 2022)
しかし日本は独自路線か？



15出典：内閣官房 GＸ実行会議（第5回）資料（2022年12月）
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai5/siryou2.pdf



16出典：内閣官房 GＸ実行会議（第5回）資料（2022年12月）
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai5/siryou2.pdf



GX基本方針の「成長志向型カーボンプライシング構想」課題まとめ

• はじめて日本で排出量取引制度や賦課金などのカーボンプライシングが導入される

• コンセプトは良いところもあり、インフラ構築が進むが、実効力は制度設計次第

現状の課題

② 自主的参加

② 遅い
③ 目標達成インセンティブの弱さ
④ カーボンプライス（賦課金・及びETS上限価格）が低い見込み
⑤ GX移行債の使い道（革新的技術が主となるのか？）

これから制度設計が始まるが、
“1.5度目標達成の目的”に沿った制度にしていくべき

本来は温暖化対策法の緩和法ともいうべき内容だが、経産省の管轄のみ？？
議論に参加する企業が気を付けるべきことは？



出典：環境省カーボンプライシングの活用に関する小委員会資料 (2021/11/19) https://www.env.go.jp/council/06earth/cp18shiryou1syuusei.pdf

そもそも外界から迫られる日本の施策の強化
・欧州炭素国境調整措置

・機関投資家GFANZ等による投融資基準の厳格化



🄫WWF Japan

1. ネットゼロ宣言の発表

2. ネットゼロ目標の設定

3. ボランタリークレジットの使用

4. 移行計画の策定

5. 化石燃料の段階的廃止と

再生可能エネルギーの拡大

6. ロビイングとアドボカシーの整合

7. 公正な移行における人々と自然

8. 透明性と説明責任の向上

9. 公正な移行への投資

10. 規制導入に向けた加速

機関投資家による判断基準の厳格化？
COP27にて国連ハイレベル専門家グループから、

非国家アクターによる「ネットゼロ宣言の信頼性と透明性に関する提言書」を発表 (2022/11/8)

①ネットゼロに向かう科学
に沿った削減目標を5年ご
となどの短期、中期、長期

に出すこと

②自社の削減目標達成に
カーボンクレジットを利用
することはできない。ただ
し高品質クレジットに限っ
て自社のバリューチェーン

外で利用してもよい

③政府などに対して、自社
のみならず業界団体を通じ
ても野心的な温暖化政策に
反対してはならず、政策を

推進すること出典：Integrity matters:Net zero commitments by businesses, financial institutions, cities and regions 
https://www.un.org/sites/un2.un.org/files/high-levelexpertgroupupdate7.pdf



国連のネットゼロ提言書からの重要な指針

(1) 科学的に1.5度目標に沿った2030年等の短中期目標のパスウェイを開
示しているか＝自社バリューチェーンの排出量を自ら半減する計画を
持ち、実施しているか（＝SBTiなど国際スタンダードによる承認が望
ましい）

(2)クレジット購入するならば、高品質クレジットか、バリューチェーン
外の排出に充てているか（＝国際的な今後の潮流のポイント）

(3)政府に対するアドボカシー活動を実施しているか、業界団体の主張と
個社の主張に齟齬がないか

★ すべての企業の底上げのために、

野心的な政策への支持を表明しているか
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GX基本方針（GX推進法案に？）に対して

日本企業の真の脱炭素化を後押しする政策に

＝公平な制度(頑張る企業が報われる制度）

＝国際的に日本にも相応なカーボンプライスがあると認知される

• 実効力のある制度設計作りに声を上げて貢献すること
＝所属する経済団体による「自主・罰則なし・低い価格・遅らせる等」の主
張にもご注意）

• 一企業で難しければ、JCIなどの積極的な業界団体による政府へ
の要望に参加するのも手
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温暖化をめぐる科学からパリ協定まで基礎から知りたい方に！
小西雅子著

温暖化対策＝エネルギー選択
エネルギーを選んで、将来社会を選ぼう！

地球温暖化を解決したい
岩波ジュニアスタートブックス(2021)

https://www.iwanami.co.jp/author/a120076.html

パリ協定をめぐる温暖化の全体像について
ぱっとわかりたい方へお勧め！

地球温暖化は解決できるのか
岩波ジュニア新書(2016)

気候変動政策をメディア議題に
～国際NGOによる広報の戦略～

ミネルヴァ書房(2022)

https://www.minervashobo.co.jp/book/b60
0274.html
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https://www.iwanami.co.jp/author/a120076.html
https://www.minervashobo.co.jp/book/b600274.html
https://www.minervashobo.co.jp/book/b600274.html


キャップ&トレード型の排出量取引制度とGXリーグの違い

キャップ&トレード型の本来の要件
1. 国が定めるキャップが設定されるキャップ&トレード型の排出量取引制度で、

参加が義務化され、国内のなるべく多くの排出主体がカバーされること
2. （1.5度に沿った）十分な削減目標が設定されること
3. 未達成の企業には相応の罰金などを科し、目標を達成しようとする強いインセ

ンティブが働くこと

このままでは国際的に認められるカーボンプライシング制度にはなりえない

そもそもカーボンプライシング（炭素税、排出量取引）は、削減量を国が決めて
実施するための制度であって、自主的な制度とは根本的に異なる。

GXリーグの“排出量取引”で取引したとしても、自主的に設定した目標の排出枠を
トレードする形式で、いわばこれまでの自主行動計画「プレッジ&レビュー型」を
「プレッジ＆トレード型」に？



有効なカーボンプライシングの利点① 社会全体で費用効率的に削減が進む

出典：環境省カーボンプライシングの活用に関する小委員会資料 (2021/11/19) https://www.env.go.jp/council/06earth/cp18shiryou1syuusei.pdf

削減費用の最小化

炭素税
• 示された炭素税（炭素価格
の明示）までのコストの対
策の削減が進む

排出量取引制度
• 対象部門で一定量の排出削

減を達成するためにかかる
費用の最小化が可能

• 各々の施設は、技術や生産
物の種類によって、削減に
かかる費用が異なるが、排
出枠の売買が可能だと、安
い削減ができるところから
削減が進む。



有効なカーボンプライシングの利点② 予見可能性
いつどれだけ炭素価格が上がるか、あるいは排出上限が下げられていくかが明示
されると、企業の脱炭素投資判断がしやすくなる

出典：環境省カーボンプライシングの活用に関する小委員会資料 (2021/11/19) https://www.env.go.jp/council/06earth/cp18shiryou1syuusei.pdf

たとえばIEA(国際エネルギー機関）
「2050年ネットゼロシナリオ」
1トン当たりのCO2価格の想定

出典:IEA(2020) Net Zero by 2050

カナダ政府（2020年12月表明）
炭素税 2023年から毎年15ドル上昇

2025年に95ドル
2030年に170ドルまで

出典:カナダ政府 A Healthy Environment and a Healthy Economy

https://www.canada.ca/content/dam/eccc/documents/pdf/climate-

change/climate-

plan/healthy_environment_healthy_economy_plan.pdf

2030年 2040年 2050年

先進国 130ドル 205ドル 250ドル

新興国(中国等） 90ドル 160ドル 200ドル

その他途上国 15ドル 35ドル 55ドル



出典：環境省カーボンプライシングの活用に関する小委員会資料 (2021/11/19) https://www.env.go.jp/council/06earth/cp18shiryou1syuusei.pdf

明確な価格シグナル

＝炭素価格が明示される

EUなどの炭素国境調
整措置に対して対抗

できる

炭素国境調整措置
CO2価格が低い国の製
造品の輸入時に、CO2
価格の差分を事業者に
負担させる仕組み
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